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1. はじめに
本研究の問題意識と研究の目的について述べる。分議
マンションの管理をどのようなシステムで行っていくか
ということは，マンション管理の中心的課題である。す
なわち，管理方針を誰がどのように決定し，そこから生
まれる各種管理行為をどのような組織と人間によって処
理していくかを合理的に決定することは，管理問題の発
生を防ぎ，問題解決をしていくために基礎的に重要なこ
とである。
現在の区分所有法にもとづく分譲7 ンションの管理方
法は，区分所有者の共同管理をたてまえとし，集会によ
る決定や管理者の設置などによって行うこととされてい
る。すなわち，居住者の自治を基本としている。そこか
ら居住者自らの手による管理行為の処理，すなわち自カ
管理も志向されることとなるが， しかしながらマンショ
ンの管理行為は専門性を有し・1しかも住戸規模が大き
い場合には行為震は多くなり，居住者だけでは処理しき
れないことが多く，管理の専門会社(いわゆる管理会社)
に業務を委託しているマンションが多い。何らかの形で
管理会社に管理業務を委託している分議マンションは7
害IJを占めている・20
分譲マンションの管理方法の形態すはわち管理形態は，
委託管理(全面委託，部分委託)，自主管理. 自力管混
といった区分がなされている・'0 (自主管理を委託管理
と対立する概念とする考え方があるがそれは適当でない。
この点については後述する。)
すなわち，管理行為の処理を専門会社や専門家に委託
するかあるいは居住者の手で処理するか否か，その量と
範囲，また区分所有者の主体性，自主性が管理の実行に
生かされているかどうかといった点が，これらの区分の
基準になっていることがわかる。
これらの管理形態の各種タイプは現在存在するもの，
新しく作り出されるものを含めて，マンションのタイプ
(全体規模，住戸タイプ，立地，施設水準等によるもの)
に応じて合理的に選択される必繋がある。
その選択は，そのマンションのタイプからくる①管理
行為の性格と量，②区分所有者，居住者の性格と意識，
③費用負担程度.によって対応が考えられることになる。
現実の管理形態の選択はというと，販売業者によるの
が一般的である。マンション販売業者が販売前にお膳立
てをして委託先の管理会社を設定し，委託内容について
も決定をしている。委託先は販売業者の系列会社であっ
たり子会社であったり，あるいは販売業者のそれまでの
経験で管理会社を選定するなど，販売業者にとって都合
のよい委託先が選ばれがちである。また，委託内容もそ
のマンションにとってどんな管理内容が必婆なのかとい
う観点で考えられるよりも，販売がスムーズにいくよう
に設定されがちである。このように販売業者主導で委託
管理会社や管理内容が決められることが多く，マ ンショ
ンごとにどのような委託管理方法そとることが望ましい
のかを考えて，委託方法が設定されているのではない状
況にある。
本研究は以上に述べた管理形態の選択を考えるために，
多くのマンションで採用されている委託管理の内容を明
らかにし，合理的選択のための知見を得ょうとするもの
である。
分譲マンションの委託管理について考察を行った既存
研究には，管理形態と委託管理資周の関連について分析
をした研究叫や，管理形態の分類に当って委託の有無を
調査した研究・8等があるが，これらはいずれも委託管理
のある一部分を取後った研究であって，委託管理の内容
、
?
?， ， ? 、
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そのものを全体的にとりあげて解析したものではない。
本研究は委託管理の内容として，①管理スタ ッフの配
置.②管理業務の分担，③委託契約の内容，④委託費用
の内訳を明らかにするとともに，委託管理にもいくつか
のタイプがあることを明らかにする。
この際に注目したことは，マンション実務家や一郎研
究者などに委託管理が，区分所有者の主体性，自主性の
ないものと漠然ととらえられているところがあり，先に
述べたように委託管理と自主管理という区分にそれは表
れたりしているが， しかし業務を専門家や専門会社に委
託していても管理主体である区分所有者が自主性をもち，
主体性を貫いているものがいくつも存在することである。
筆者らのこれ迄の研究吋ではこのような点を考慮して，
管理形態の委託タイプを管理会社主導型と居住者主導型
の二つに分けてきた。しかし，これまでの研究では.こ
の二つの区分を明確にする指標が必ずしも明確でなかっ
た。
本研究では，この点を明らかするため，管理行為のな
かで居住者サイドが担当することによって以上の区分が
明確になり，主体性が強く表れるのはどんな行為である
かを明らかにする。
さらに，管理業務を外部へ委託するか否かは管理行為
の震に大きく左右されることから以上に述べてきた点を
マンションの規模との関係で把握しようとした。
ところで，分譲マンションの管理行為の貨を見ると大
きく分けて，①管理方針の決定やその方針の具体化とし
て重要な判断をともなう中枢的管理行為と，②それらを
受けて処理していく実務的管理行為がある。このうち前
者の中枢的管理行為の担当が実質的に誰であるかという
ことが管理行為の主体性を見る上で重要なこととなる。
一般的にマンションの管理業務の内容は，標準管理委
託契約書・?などでは， (1)事務管理業務， (2)管理員業務，
(3)清掃業務， (4)設備管理業務の4業務から構成されてい
る。このうち(1)の事務管理業務には，総会などの議案害
作成や補修工事の決定など，誰がその業務を分担するか
がマンションの運営上主要な点となる中枢的管浬行為が
含まれている。一方，(2)の管理負業務， (3)の清掃業務，
(4)の設備管理業務については，その業務担当者が一般的
にいってそれぞれ管理人，清掃員，メンテナンス会社ま
たは管理会社と明白であり，業務内容も(1)の事務管理業
務に比べると実務的管理行為が多いことがわかってい
る叫・9。そこで，委託管理行為の分担については，委託
管理のタイプ区分で一番問題となるこの事務管理業務を
中心にみていくことにする。
(2 ) 
日調査の方法と対象
1.調査の方法
分譲マンションで実施されている委託管理の全体像を
把握するために，管理委託契約書の収集と管理組合運事
長へのアンケート調査を行った。調査対象マンションは，
委託管理を行いながら区分所有者の主体性を管理に貫い
ている管理形態のタイプが一定量サンプルとして含まれ
ることが望まれることから，分譲マンション管理組合の
逮絡団体である関西分譲共同住宅管理組合協議会(以下，
関住協と略す)加盟の民間マンションを対象とした。同
協議会加盟マンションの内，京阪神に位置し，分譲主が
民間企業でかつ管理業務を管理会社に委託している全て
のマンションを対象とした。全部で63マンションであっ
た。なお，関住協加盟のマンションを対象にしたのは，
今回の調査内容がかなり細かい管理内容にふれ，また管
理費用の内訳など各マンション管理組合の特別の協力を
必要とする調査項目があるため，一般のマンションでは
調査協力が得られにくいとの事情も考慮し，同協議会に
協力を依頼した。
具体的な調査方法としては， 63マンションの管理組合
理事長(17 ンションのみ自治会長)にアンケート調査
票を訪問配票し，留鐙自記入後郵送により回収した。ま
た，管理委託契約替の提出も合わせてお願いをした。ア
ンケート調査票の回収数は507ンションであり，委託契
約書の提出は227ンションであった。(アンケート鶏査
の協力が得られ，かっ委託契約書の提出があったのは15
マンション，アンケー卜調査のみの協力が357ンション，
委託契約書の提出のみが77ンションである。)
調査時期は， 1986年1月-12月である。
2.調査対象の概要
調査対象マンションの管理形態は，すべて委託管理で
ある。委託先の管理会社は.入居開始以来同じ管理会社
という訳ではなく.委託先を変更したマンションも， 50 
7ンション中127ンション (24%)ある。具体的に変更
の内容をみると(表-1)， i分譲会社委託から別の管理
会社委託に替った」のが7マンション， i管理会社を変
更」したのは4マンション， iその他J17ンションで
ある。 iその他」のマンシ ョンは， i費用がかかりすぎ
た管理内容が悪かった.直接の担当者や，管理人が適
切で江かった」という理由で，一旦管理会社委託から管
理人直接雇用の自力管理に変更しているが， i自力管理
が菌雛」・になって，翌年にはふたたび元の管理会社に委
託をしている。
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表一 1 管理委託先の変更理由
変内容更 マンション 入開始居年 変年更 変 更 理 由No. 
8 58年 59年 分譲会社の管理会社(子会社)設立により。
10 49年 58年 管理内容が悪かった。トラブルが生じた。
17 49年 51年 不 明
19 49年 59年 不 明
荘重
35 54年 55年 全戸入居後，区分所有者の協力体制ができたため。
40 51年 53年 管理組合設立に伴って。
'^ 43 47年 57年 費用がかかりすぎた。
管 14 52年 56年 費用がかかりすぎた。
理 24 47年 49年 直接の担当者や管煙人が適切ではなかった。
37 54年 58年 費用がかかりすぎた。管理内容が悪かった。
46 56年 57年 費用がかかりすぎた。
そ
費直用接がかか者りすぎた。人管理切内容が悪かった。の 31 49年 58年
{也 の担当や管理が適でなかった。
il.調査結果の分析と考察
1.管理スタ ッフの配置
それぞれのマンションの管理業務に携わっているスタッ
フの人数と勤務形態は表 2のとおりである。この表を
見ると，マンション規模との関連が大きいようであるの
で，住戸数を3段階に区切って規模別にみていく。
調査対象マンションの住戸数は18戸から1210戸と大き
な差があり，平均は219.8戸である。これは，関西の民
間マンション調査・叩による平均住戸数110戸に比べると
約2倍である。本調査が，管理業務を管理会社に委託し
ているマンションを対象にしていることにより，平均住
戸数が大きくなったものと考えられる。
住戸数を.r50戸未満J(小規模マンション).r50-199 
戸J(中規模マンション).r200戸以上J(大規模マンショ
ン)と分類してみると，小規模マンションが10件，中規
模マンションが21件，大規模マンションが19件である。
住戸数をこの数で区切ったのは，既存研究で. r50戸」
が管理費用の負担からみて，住込み管理人を雇った場合
の居住者の負担感が大きくなる境自の住戸数・11であり，
r200戸」が自力管理を行なう限界の住戸数である・12こと
が明らかになっているからである。
①管理人の人数と勤務形態
管理人は507ンション中477ンションにいるが，小規
模な37ンションにはL、ない。人数をみると l人もしく
( 3 ) 
は2人が多いが，大規模なマンションの中には6人や14
人いるところもみられる。マンションの規模ごとに管理
人の数の平均を求めると.表-3のようになる。小規模
では0.8人であるが，中規模では1.83人と培え，大規模
では3.05人(14人管理人のいるマンションを除いて平均
すると.2.44人)である。規模に応じて，配置されてい
る管理人の数が異なり，規模が大きくなるほど管浬人が
増えるといえる。
勤務形態は，小規模マンショ ンでは「昼間のみJr巡
回式」が多く，住込みは 17ンションのみである。中規
模になると，人数が2人で住込みのところがほとんどに
なる。大規模になると.特に300戸を越えると住込みの
2人の他に 「昼間のみ駐在」するスタッフが増えたり，
r24時間体制」をとる勤務形態のところが生じてくる。
規模が大きくなると，管理人の延べ勤務時間がより長時
間化することがいえるo
②その他のスタッフ
管理人以外のスタッフとしては，清得員，事務員，警
備員，宿直員.設備の技術員などが麗周されている。清
婦員は多くのマンシヲンで雇用されているが，雇用人数
はやはり規模との関連がみられ，表-3に示すように規
模が大きくなるほど人数が増す。事務員や警備員などの
スタッフは大規模なマンションで雇用されていることが
分る。 中・ 小規模のマンションでは管理人がこなしてい
る帳簿付けや見回りなどの仕事に，大規模なマンション
ー 72-
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ン
シ
ヨ 戸
ン 人数
Nu 数
18 。
2 27 
3 30 。
4 3 
5 35 。
6 36 
7 36 
8 37 1 
9 39 
10 48 
1・2 50 0.4 
12 71 
13 71 2 
14 76 
15 76 2 
16 77 2 
17 85 2 
18 89 2 
19 93 2 
20 98 2 
21 104 2 
2 12 2 
23 121 2 
24 123 
25 127 2 
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表-2 管理スタッフの勤務形態
理 人 清締員 事務員 警備員 その他 ~ マ 住 管 理 人 清鋪員 事務員 警備員
ン
勤務 形態 3十 シ 勤務形態
ヨ 戸
住込 24 昼巡 そ人数 人数 人数 人数 人 ン 人数 住 24思 巡そ 人数 人数
の 込み 問時 のみ 問時 間図 他 数 Nu 数 間 回他。26 130 2 2 
l 2 27 141 2 2 2 
28 16 2 2 2 。 29 175 2 2 2 
1 30 182 2 2 2 。 31 187 2 2 
2 。 2 32 236 2 2 2 
l 。 33 239 2 2 6 。 34 241 2 2 2 。 35 254 2 2 2 
0.7 1.1 36 266 2 2 4 
2 1 3 37 279 2 2 4 
2 。 2 38 281 2 2 .， 
2 39 302 3 2 3 
2 。 2 40 320 2 2 3 
2 。 2 41 389 2 2 3 
2 3 42 410 2 2 5 
2 3 43 415 2 3 
2 3 4 419 14 1 17 16 5 
2 。 2 45 4ω 2 4 
2 3 46 512 2 4 
2 3 47 529 3 
2 3 48 629 2 6 2 
2 3 49 838 6 6 8 
2 2 4 50 1210 6 13 
* 1 No.l1のマンションは全10棟で構成されており，各棟ごとに管理組合がある。
全体で管理人4人，清掃員7人を雇っているので 1棟あたり.0.4人.0.7人
と表現している。
* 2 No.38のマンションは清掃員を雇用しているが，人数は不明である。平均を求め
るにあたり，省いて計算している。
* 3 設備員
本 4 技術員
* 5 宿直員
( 4 ) 
人数
3 
l 
4 
その他 {l泊a、
n 
人数 人
数
3 
4 
4 
4 
4 
3 
4 
8 
4 
4 
6 
6 
2刊
6 
5 
9 
7 
5 
3・3 25 
7 
7 
10 
10 
15 
20 
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表一3 マンシ ョン規模別の管理スタッフ平均人数
(単位人数)
以1マンシ スタッフ平均人数ョン数 総人数管理人清掃員その他
ぷE泊コ、 言十 50 4.66 2.09 2.13 0.44 
小規模 10 1.10 0.80 0.30 
中 規模 21 2.91 1.83 1.08 
大規模 19 8.47 3.05 4.44 1.16 
とめると，①管理組合が中心となるAタイプ，②管理会
社が中心となるB，Eタイプ，③管理人が中心となるC，
Dタイプの3グループがある。
2 -2 事務管理業務の担当者とマンションタイプと
の関連
事務管理業務の代表的業務として 「管理に関する舎類
等の保管j，r議案書・決算書の作成j，r管理費の出納j，
「補修工事の業者選定J，r長期修繕計画の作成」を取り
上げて，誰が実際に業務を担当しているのかをマンショ
ンタイプとの関連でみていく 。
では専門のスタッフが雇用されているわけで，規模が大 1 )管理に関する害類等の保管
きいとそれだけ増える仕事もあり，スタッフの種類も多 ①管理費通帳の預金名義
くなるといえる。 30"ンションが理事長名義で，会計担当理事名義の2
2.事務管理業務の担当者 7 ンションを合わせると32"ンション (64%)が管理組
2 -1 マンションのタイプ分けの仮説 合役員の名義である。管理人名義は2"ンション(4%)， 
委託業務の中でも特に事務管理業務は，マンションの 管理会社名義は10"ンション (20%)ある。タイプとの
運営管理上の方向性を決定するような重要な行為を含ん 関連をみると，管理人名義はC・Dタイプに多くみられ，
でいる。それらの行為を実際に誰が担当しているのかを B.Eタイプに管理会社名義が多い。
明らかにするにあたって，まずマンションのタイプ分け ②管理費通帳の保管(図-1) 
を仮説的に試みた。 理事長 ・会計など管理組合役員が通娠を保管している
タイプ分けをするに当っては，管理組合の主体性，つ マンションは12"ンション (24%)で，管理人が保管し
まり管理組合が管理業務にどの程度関わっているかがう ているのは16"ンション (32%)，管理会社が保管して
まく把握できるような分け方にしたいと考えた。という いるのは21"ンション (42%)と最も多い。Aタイプは
のは，管理組合の関わり方によって管理委託する業務の 組合役員が保管している割合が60%と高く， B. Eでは
量や内容がちがってくると考えたからである。管理に関 管理会社が保管している割合が高く， C. Dは管理人が
わる主体としては，管理組合と，管理人，管理会社の三 保管している割合が高いというタイ プによる傾向がみら
者が考えられる。その三者の管理業務への関わりかた， れる。
特に運営上重要であると恩われる総会議案書と決算書の ③印鑑の保管
関わりかたに注目して下記に示す5タイプに分けた。 管理費通帳の印鑑保管者は， 管理組合役員が31"ンシヲ
。Aタイプー管理組合主導型(10"ンシ ョン) ン (62%)と多く，管理人が4"ンゾヨン (8%)，管
議案書の原案も決算書の原案も管理組合が作成してい 理会社の保管は14"ンション (28%)でみられる。B.
るタイプ
。Bタイプー管理会社援助型 (16マンション)
議案書の原案は管理組合が，決算舎の原案は管理会社
が作成しているタイ プ
。Cタイプー管理人援助型 (5"ン ション)
議案書の原案は管理組合が作成し，決算書の原案は管
理人が作成しているタイ プ
。Dタイプ 管理人依存型 (7マンション)
議案書の原案も決算書の原案も管理人が作成するタイ
プ
。Eタイプー管理会社依存型 (12"ンション)
議案舎の原案も決算書の原案も管理会社が作成してい
るタイプ
これらのタイプは， 管理業務の中心となる主体別にま
( 5 ) 
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「
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協 他の理事 口 不明
図-1 管理費通帳の保管者
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Eタイプに管理会社の保管が多い。
通帳と印鑑の組合わせで保管者をみると，通帳も印鑑
も管理人が保管しているのは3マンション，管理会社で
保管しているのが147ンションある。タイプとの関連を
まとめてみると.Aタイプは管理組合役員による保管が
70%を占めている。 B'Eタイプは，管理会社の保管が
目立つ。
④領収書等の保管
管理組合役員が保管しているのは13マンション (26%)
で，管理人が187ンション (36%). 管理会社が187ン
ション (36%)である。タイプとの関連が明解で.c. 
Dは管理人による保管が多く. B' E は管理会社が多い
という傾向がある。
⑤総会議事録の保管
管理組合役員による保管が257ンション (50%)と多
く，次いで管理人は227ンション (44%). 管理会社が
保管しているところは57ンション(10%)とあまり多
くない。タイプ別にみると.Aは管理組合役員による保
管が80%と多いが. B. C・Dとなるにつれて組合役員
の保管は減り.替わりに管理人による保管が増えてくる。
2 )議案書の原案作成および討議出席者
議案書の原案作成者は，前述のタイプ分けのところで
も述べたように管理組合が作成しているのはA・Bタイ
プの26マンション (52%).管理人が作成しているのは
c・Dタイプの12マンション (24%).管理会社はEタ
イプの127ンション (24%)である。では，その原案の
討議には，組合役員の他に，誰が出席するのであろうか。
タイプ別にみてみよう(図 2)0 Aタイプは組合役員
のみで討議を行なっているマンションが. 67ンション
日
合計(50)
A (10) 
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28 4B印
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ー.ー ー.抱牛一、ーー一ー、‘ー，、ー
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.管理人のみ
路管理会社のみ
WO]両方出席
口両方出席せず
図-2 総会議案筈討議の出席者
( 6 ) 
(60%)あり管理会社職員が出席しているのは. 2 7ン
ション (20%)のみである。 C.Dタイプは，管理人が
討議に出席している割合が高し逆に，管理会社はほと
んど関っていない。 B'Eタイプは管理会社が討議に出
席している割合が高く，それぞれ44%である。決算書の
原案討議出席者もほぼ同じ傾向にある。
3)管理費の出納業務
管理費の出納に関しては，納入，その記帳，未払い者
への督促，支払い，決裁などの業務があるが，いずれの
業務も管理会社が分担している割合が高い。たとえば支
払い業務についてみると(図-3).管理組合役員がお
こなっているのは37ンション (6%)のみで，あとは
管理人22マンション (44%)と管理会社247ンション
(48%)が行なっている。組合が行なっているのはAタ
イプのみに見受けられ. C' Dタイプでは管理人が多く，
B'Eでは管理会社が行なう割合が高いというタイプご
との傾向がある。管理費の出納は高額を扱うこと，また
納入や支払いなど手続きが繁雑であるので，管理組合役
員の負担が多くなることから管理人または管理会社に出
納業務をまかせている割合が高くなるものと考えられる。
日 28 4B 
合計(50)
司、‘
A (10) 
--
B (16) 
C ( 5)
D ( 7) 
E (12) 
E日 8日 1日8
5ヨ -. 
1間概
- I 
.理事
園 管理人
協管理会社
~不明
図-3 支払い業務の担当者
4)補修工事の業者選定
補修工事の業者選定の際に管理会社はどの程度係わっ
ているのだろうか。 iすべて管理組合が行なっている」
のは267ンション (52%)と半数であり. iすべて管理
会社がおこなっている」のは lマンションしかない。
「管理組合と管理会社の双方で検討して」選定するとい
う管理会社の判断が加わっているとみられるマンシ ョン
は23(46%)である。 Aタイプは管理組合のみで選定し
平田他:分議共同住宅の委託管埋
ているところが多く. Eタイプは管理会社の判断を加え 次に，居住者組織の主体性をみる。指標としては.居
た選定方法をとっているマンションが多い。 住者組織の結成動機を用いる。動機は.r分譲主の勧奨J
5)長期修繕計画の作成(図-4) が歳も多く20"ンション (40%)でみられ. r管理会社
マンションの物理的な維持 ・管理を行なっていくには， の勧奨jによるものが10"ンション (20%)である。
長期的な修絡計画が必要である。管理会社が長期修繕計 「居住者が自主的に」結成したものは17マンション (34
画を作成しているところは25マンション (50%)あり%)である。つまり，調査対象マンションの内，自主的
管理組合が作成した計画をもっているところも25"ンショ に管理組合を結成したマンションは約3分の lであり，
ン (50%)ある。 2積類を備えているのは8マンション 残りの3分の2は他動的な理由によっている。
06%)でいずれも備えていないのは5マンション (LO "ンションタイプ別に結成動機をみる(表-4)0 B・
%)である。タイプごとにみると， Eタイプは管理会社 Eタイプ. C・Dタイプは合わせて表現している。 Aタ
が作成している割合が高く半数を占めていて.Aタイプ イプには「区分所有者が自主的に結成した」という理由
は管理組合が作成しているところが多いという傾向がみ が多く. B・E.C' Dタイプに 「分譲主の勧叉Jによっ
られる。 て結成したという理由が多い。また，入居年との関係を
みると (表一5)，Aタイプは昭和54年までのマンショ
ンが多く，それに対してB'EやC・Dタイプは近年の自 86 2B 4B 66 
合計(50)
A (10) 
B (16) 
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D ( 7) 
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?
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図-4 長期修繕計画の作成者
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ものもみられる。
表-4 マンションタイプ別の管理組合結成動機
数字はマンション数 (%)
I~ 分譲主の 管理会社 区有自主分者的所がにf?iヨ ヨロt勧奨で の勧!廷で 不明
合計 50 22 I 17 1 (100.0) (44.0) (22.0) (34.0) ( 2.0) 
A 10 2 2 5 1 (100.0) (20.0) (20.0) (50.0) (10.0) 
B.E 27 11 6 10 
。
(100.0) (40.7) (22.2) (37.0) ( 0.0) 
C'D 13 8 3 2 
。
(100.0) (61. 5) (23.1) (15.4) ( 0.0) 
表-5 マンションタイプ別の入居年
数字はマンション数 (%)
2 -3.管理業務の担当者の遣いを生み出す要因
これまでみてきたように管理業務の担当者は，管理組
合役員を中心とするAタイプ，管理人を中心とするC.
Dタイプ，管理会社を中心とするB'Eタイプの3つの
傾向があることがわかった。では，このような違いが生
ずるのは何が原因となっているのであろうか。
(1) 管理組合の主体性
管理組合が主導的なカを発揮するAタイプと，管窓会
社や管理人の力を借りているB'E， C' Dタイプとの
違いは，居住者組織に主体性があるかどうかによってい
ると考えられる。 そこで，管理組合の結成がマンションへの入居から何
まず居住者組織は.管理組合が49"ンションで結成さ 年経過してなされたかをマンションタイプ別にみたのが
れており，残る lマンションでは自治会が結成されてい 表-6である。全体では，入居後 r1年以内」に結成さ
て管理組合の機能を代替している。つまり，調査対象マ れている比率が7割と高く.r 1-5年」の聞に結成さ
ンションすべてに何らかの居住者組織がある。 れたのは12%.r 5年以上j経って結成されたのは18%
〉会事 合計 45-49年 50-54年 55-58年
合計 50 16 22 12 (1∞0) (32.0) (44.0) (24.0) 
A 10 5 5 
。
(100.0) (50.0) (50.0) ( 0.0) 
B.E 27 6 1 10 (100.0) (22.2) (40.8) (37.6) 
C'D 13 5 6 2 (100.0) (38.5) (46.1) (15.4) 
(7) 
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表-6 マンションタイプ別にみた管理組合結成の入居 常駐させておくことが採算上むつかしく，おいていなかっ
後経過年 たり，週に2-3回巡回に来るという勤務形態のところ
数字はマンション数(%) が多いため，管理人に頼った運営方法を取ることはむつ
》で 合計 経過年1年以内 1-5年 5年以上
合計 49 34 6 9 (100.0) (69.4) (12.2) (18.4) 
A 9 5 2 2 (1∞.0) (55.6) (22.2) (22.2) 
B.E 27 19 3 5 (100.0) (70.4) (11.1) (18.5) 
C.D 13 10 1 2 (1α).0) (76.9) ( 7.7) (15.4) 
である。 Aタイプにおいては i1年以内」は55%であり，
i 1-5年」の聞が22%.i 5年以上」も22%である。そ
れに対して.B・E.C. Dタイプでは i1年以内」に
結成されたのが7割以上あり.i 1 -5年jは1~IJ . i 5 
年以上」は2割弱である。
つまり.B. EやC・Dタイプはマンションの分譲後
すぐに分譲主の指導によって結成された管理組合が多い
のに対して.Aタイプの管理組合は分譲後時間を経て，
管理上の問題が出た時に，必要に応じて結成された管理
組合が多いと考えることができょう。言い換えれば.B・
E. C. Dタイプは上から作られた管理組合であるのに
対してAタイプの組合は居住者の手による組合だといえ
ょう。
(2) 住戸数
次に，管理会社に依存するB.Eタイプと管理人に依
存するC.Dタイプとの違いを考える。表-7は，住戸
数との関係をみたものである。 i50戸未満JではB・E
表-7 マンションタイプ別の住戸数
数字はマンション数(%)
X! 合計 50戸 50- 100-2∞~ 3∞~ 5∞~ l卿戸未届富 9戸 19戸 ぬ9戸 49戸 99戸 以上
合計 50 10 10 10 7 7 4 2 (1α).0) (20.0) (20.0) (20.0) (14.0) (14.0) ( 8.0) ( 4.0) 
A 10 1 4 2 2 
。。
(10.0) (10.0) (40.0) (10.0) (20.0) (20.0) ( 0.0) ( 00) 
B.E 27 8 3 3 5 4 2 2 (1似).0)(29.6) (11.1) (11.1) (18.5) (14.8) ( 7.4) ( 7.4) 
C.D 13 3 6 。 2 。(1似).0)( 7.7) (23.1) (46.1) (且0)( 7.7) (15.4) ( 0.0) 
タイプが多く.i50-100戸」ではAとC.Dタイプ，
i!OO-200戸JはC.Dタイプが主で. i200戸以上Jにな
ると再びB.Eタイプが増している。ζれを管理人の勤務
状況と合わせて考えてみる。 i50戸未満」では管理人を
(8 ) 
かしい。 i50-100戸」になると住戸数からいってまと
まりやすし自主的に運営しやすい戸数であるので.A
タイプが増えるものと思われる。また. i50-100戸」
i1∞-200戸Jという戸数は管理人を l人ないし 2人住
み込ませるという勤務形態が採算土砂仕事量からいって
適切であり.C・Dタイプが多いと考・えられる。 i200
戸以上Jと大規模になると仕事盤が増え，管理人のみに
運営をまかせるのは無理が生じ，管理会社にまかせると
いう B・Eタイプをとるものと考えられる。
3.委庇管理契約書の分析
マンションの管理業務を専門の管理会社などに委託す
る場合，個々の区分所有者，あるいは，それらを一括し
て管理組合との間で管理委託契約が結ぼれる。そこで，
実際に管理会社と居住者との間でどのように契約が取り
交わされているか，今回委託契約舎を集められた2"<'ン
ションについて，標準管理委託契約舎の項目と比較し分
析する。
また，それらのマンションの中で，アンケート調査に
よって，実際に管理会社で行われている管理業務につい
て実態調査ができたのは15"<'ンションであり，これらに
ついて委託契約されている業務と，実際に管理会社で行
われている業務を比較した。
1 )管理委託契約書の内容分析
標準管理委託契約舎は全22条からなっており，それら
の項目と各マンションにおける管理委託契約書に記載さ
れている項目との関連を示したものが表-8である。
標準管理委託契約書の項目をすべて含んでいるものは，
わずか2"<'ンションで，一番少ないものは7項目で，平
均すると半数の11項目であった。これらの項目数の相違
と，マンションの住戸数規模及び入居年の新旧との関連
はみられない。また，全てのマンションに含まれている
項目は第3条の委託業務内容である。あまり記載されて
いなかった項目は.i業務費用事前承認Ji.立替金の補糠」
「通知義務Ji管理規約の提供Ji合意管轄裁判所の規定」
であり， これらは常時行なわれている管理行為ではなく，
突発的な行為であるため省略されがちな項目であるとい
える。
2 )委託業務内容の漬自分析
ここでは，契約曾のうち契約の中心となる管理委託業
務内容についてみる。標準管理委託契約書では，それぞ
れ別表(仕線香という)で詳しい業務内容が示されるこ
とになっているが，実際のところ，今回分析した契約轡
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表-8 各マンションの委託契約書と標準管理委託契約書との項目比舷
マンション AIB CID EIF GIH 1 1 J KIL MIN OIP QIR SIT UlV 綴準委託契約書の項目
1.総則 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。 。一2. 7 ンションの表示及び管理対象部分 。。。。。。。。。。
3.委託業務内容 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
4.第三者への再委託 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
5.普ー 管注意義務 。。。。。。。。。。 。。
6.業務費用負担及び支払い方法 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
7.業務費用事前承認 。。。。
8.収支報告 。。。。。。。。。。。。。。。 。
9.立替金の補填 。。。。。
10.米収納金の取級い 。。。。。 。。
11.管理員室等の無償使用 。。。。。。。。。。。。。 。。
12.有害行為の中止要求 。。。。。。。。 。。。。。
13.通知義務 。。。。 。。
14.専有部分への立入り 。。。。。。。。 。。。。。
15.管理規約の提供等 。。。。 。
16.使用者責任 。。。。。。 。。
17.免責事項 。。。。。。。。。。。。。。。。
18.契約の解除 。。。。。。。。。。。。 。
19.本契約の有効期間 。。。。。。。。。。←ー。。。。 。。
20.契約の更新 。。。
21.誠実義務等 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。01 
2.合意管鰭裁判所の規定 。。。。。。
項 目 数 22 21 21 19 16 14 13 13 12 12 1 11 10 10 919 918 8 81817 
には..8IJ表がなく箇条容きで・業務を簡単に示しただけの 契約不履行があるのは5"<ンションである。タイフ・別に
ものや，仕様舎があっても具体的なことは全く書かれて みると.8タイ プ3件.Cタイプl件. Eタイプl件で
いないものが半数をしめていた。 表-9は標準管理委託 ある。その内容は.管理会社が会計決算を行なうBタイ
契約舎の業務内容項目(特に事務管理業務を中心とした) プにおいて.r収支報告Jr未収納金の徴収Jなど管理費
を基準とした，項目充実度を示したものである。全ての の出納業務が行われておらず問題がある。また，契約書
項目が記載されているのは，わずか2"<ンションである。 には見当らないが，実際は管理会社によって行われてい
事務管理業務についてみてみると，出納業務は.一応記 る業務として管理に関する書類等の保管業務がある。 こ
述されているがあまり詳細でなく，会計業務，管理運営 れらは物の性質上.現場の管理人釜で管理人によって保
業務に関しでも少ない。 管されている場合が多い。
3)契約書と実絡されている管理業務内容との比較 4 業務内容と委託費用との比鮫
各マンションについて委託契約されている業務と，実 1 )委託費用の考え方
際に管理会社で行われている業務を比較したものを袋一 居住者は建物や敷地などの共用部分を維持管理するた
10で示す。契約されているのに実際には行われていない めに共同管理費を支払っており.その中からマンション
( 9 ) 
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表-9 各マンションの委託契約されている内容
マンション AIB CID EIF GIH 1 I J KIL M NIO PIQ RIS TIU V 契約内容
管 理 員 業 務 。。。
t育 掃 業 務 。。。
設 備 管 理 業 務 。。。
• 務 管 理 業 務
。。。
1.管理聖堂等の収納・保管 。。。
出 2.水道料、冷暖房料、給湯料等の精算 。
納 3.委託業務等に要する諸費用の支払い 。。。
業 4. 帳簿等の管理 。。。
務 5.未収納金の徴収 。。。
6.敷地等に係る公租公課の配分、徴収、納付 。
喜善
1.管理組合の予算案作成の繍助 。。。
2.管理組合の決算案作成の補助 。。。
3.管理組合会計の収支報告 。。。
1.補修工事、設備の保守点検の外注に関する業務。。。
管 2.防火管理業務の補助 。。。
理 3.施設運営の補助 。。。
連
4.各種契約の代行 。。。
5.損害保険契約の代行 。。。
営
6.大規模修繕計薗の立案の補助 。。。
業 7.総会、理事会の運営の補助 。。。
務 8.通知事項の伝達 。。。
9.官公庁、分譲業者等との折衝 。。。
1.入居者名簿の盤備
そ 2.管理組合における行事、一般諸経費等の支払い
3.資産に関する図面、書類の獲備、保管
の
4.預金銀行との打合せ
他 5.その他管理組合よりの依頼事項
6. 7スターキーの保管
の維持管理のための色々な業務を管理会社に委託した場
合に.r委託管理費用」と して管理会社に支払われる。
この「委託管理費用Jの定義は.管理会社によって機々
で 「管理人給与Jr設備維持管理委託費用Jが，含まれ
ていたり，いなかったりしている。 r設備維持管理委託
費用Jは管理会社を通じて個々の業者に再委託ないしは
。。。。。。ムム ム ム 。。。。。。。。ム。 ム ム 。
ム。。。。。。。ム。 A ム 。。。。。。。。。。 。。。。。。。。。 。。 トー トー。。。 。。 トー。 。。
/). ム ム ム一ム ム ム ム ム ム ムトー。 。 。 。
トー。。。
トー 一 トー。 。。。。。。 。。 。 ム。 。 。 。。。 。 。。。。。。 。 。。。。。。。。。。。。。。。。 。。。。。 。。。。。 。 。。 。 。。。。。。。。。。。。 。。 。。。 。。 。
ム:記述されているが詳しくない
2背負わせる業務の費用であり，これと 「管理人給与」と
を除いた管理会社の社内での経費と利益部分に当るいわ
ゆる 「管理会社本社経費」を求め，それを管理会社の担
当する業務と比較することによって，業務内容と費用と
の対応関係を見ることができる。そこで各管理組合の委
託費用の内訳をそれぞれ検討し.r管理会社本社経費」
(10) 
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表ー10 委託契約されている管理業務内容と、実施されている管理業務の比鮫
タ イ プ A B C E 
マンション No. 44 13 8 34 39 6 45 4 47 29 31 49 40 2 5 
業務内容
契約 実契約 実 契約 実約契 ~ 契約 実 契約 ;l{ 約契実 契約 実契約 実約契実 契約 実 契約 実 契約 実約契 ~ 約契w 
の の の の の の の の の の の の の の の
無有 際 有無際 有無際 有無際 有無際 高際 無有 際 無有 際 有無際 有無際 有無際 無有 際 無有 際 有無際 無有 際
第三者への再委託 。。。。。。。。× 。。。。。。
管管理費等の収納・保管 ム Xム② 。③ 。②O ②O ② O ③ O XIO ③O @IO @ 。@ム③ ム ⑤ム ⑤ 
霊安託業務等に要する諸貸用の支払い ム Xム③ 。② 。②O ③ × ③ O @ 。XIX @IO <2Ylx @ × ②ム② ム③ ム ② 
の帳簿の管理 ム @ム xlO ② 。②O ③× @IO @ ×ー。②O <2Ylx @ xl~ ム@ム @ ム ③ 
製務出 決算報告 。~I x ② 。③ 。~IO ③ O ②O @ 。⑤ ×② 。②O ② 。②O ② 。② ×② 
未収納金の徴収 ム ム② 。@ 。②O xlO ②O ② ×ー ×一 ×ー xl@ × ム@ ム③ ム ② 
告業務 決算策の作成補助 × ー XI-。@ 。②O elo @IO @ ×② 。② ×③ 。@ 。② X⑤ ム② ×② 
会計の定期的収支報告 xl@ ×一。XIO ③ O ⑤× ② 。② ×ー。@ 。@ ×⑤ ×⑤ ×⑤ ム⑤ ×ー
ー
長期修総計画の立案の繍助 ×③ ×一。XIO ⑤ O XIX @ 。@ XI-×一 ×ー。@ 。② xl~ ×一 XI-
ー
管理組合運営の楠助 × × 。。。× 。× × × 。。× × × 
ー .ー
;崎者名簿哨開
× @ × @ × ② × ③ × ③ × -10 ③ × × @ 。XIX @ × @ × ③ × ② × 
資度に関する図面・書類の墜備・保管 × @ X @ x @ × ②× @ × -10 @ × ③ × @ × 一× @ X @ × @ × ⑧ × 
傾収書等の司書類の保管 × × × @ × ③× ③ × 一 ×@ 。③ × ② X 一 ×② × ② 。② × × 
マスターキーの保管 × × ② × ⑤ × ②× × 一×③ × ② × × 一 × 。× × × 
0 契約されている ⑤ 管理会社本社が行っている
ム 契約されているが、業務内容が記されていない ③ 管理人が行っている
× 契約されていない × 契約されているのに、業務がなされていない
空欄は不明
を求め，その貸用と管理会社業務の比較を行った。 僕 (200戸以上)では26.710円となり，規様による効果
2)管理人等給与 が働いていることがわかる。
今回の調査では，管理組合が管理人を直接履周してい 3 )設備等維持管理委託費用
るケースはなく，すべて管理会社からの派遣であった。 設備の維持管理の委託方法は， ①組合が直接管理会社
管理人の給与は，全てのマンションで管理委託費用の中 を通さずに専門会社に請負わせている場合<請負>と，
に含まれていた。マンションの規模とスタ yフの給与と ②管理会社に委託している場合<管理会社委託>.③委
の関連を見ると，規模の大きいマンションでは，管理人 託された管理会社がさらに専門業者に再委託している場
及び事務員などの延べ人数が多くなるため，管理人等の 合<再委託>の 3 通りがある。全体で<~背負>が約 4
給与合計額は高くなっている。しかし，管理人援助裂の 訓. <管理会社委託>が2害IJ.<再委託>が3書IJである。
Cタイプ，管理人依存型のDタイプが特に高くな ってい <湾委託>の多いものとしては，エレベーターや浄化情
るわけではなく.管理人の仕事内容と給与合計額は.あ などの専門性の高いものに多くみられる。
まり関係していないといえる。また，管理費の出納業務 <管理会社委託>と<再委託>の易会の設備維持管理
の担当者別にみると，管理人が行なっているところが他 委託貸用の支払い方法を示したのが，図-5である。費
のタイプに比べ低くなっている。つま り管理人の給与は. 用の支払方法とは.i管理委託費用」の中に設備等の維
仕事内容と必ずしも対応しているわけではない。むしろ 持管箆貨が含まれるか，または日IJに支払われるかである。
マンションの住戸数と対応しており，年間の管理人等給 設備の維持管理を<管理会社委託>しているマンシ ョン
与を戸当りにすると，小規模7ンショ ン (50戸未満)で の約6害IJでは，管理会社に支払う委託費用の中に設備維
は36.680円，中規模 (2∞戸未満)では36.320円， 大規 持管忽委託費が含まれておらず別に支払っている。 しか
(11) 
? ?
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図-5 設備等の維持管理の委託先とその費用の支払い方法
し.<再委託>されているマンションの3劉では，委託
管理費の中に一括して設備の委託費が含まれている。つ
まり，マンションごとに様々な支払われ方がされている
ことがわかる。
これは，委託契約時に管理委託費用について詳細にそ
の用途が明らかにされていないために起ると考えられ，
契約時における管理委託費用の使途内容の明確化が重要
である。
次に，委託管理費の中に含まれているか否かにかかわ
らず，実際に設備の維持管理にかかっている金額につい
て.設置率の高い消防施設についてみる。金額は.マン
ション住戸数規模による違いが大きく，規模が大きいほ
ど高い。しかし.戸当りにすると逆に規模が大きくはる
ほど低くなる。金額を委託の仕方の違いでみると，戸当
りの平均は.<管理会社委託>の場合が最も高く.<再
委託>の場合が最も低くなっている。
4 )管理会社本社経費
委託管理費から，その中に含まれる「管理人等給与」
と「設備維持管理費」を差し引いたものを. i管理会社
本社経費Jとみなした。この費用は，実質的に管理会社
本社の経費として必要な費用(例えば雇用している事務
員などの給与，事務所の維持費や諸経費など〉と，委託
(12) 
管理業務に対する会社利益とが含まれた額である。その
「本社経費Jと本社が実際に手をくだしている仕事との
関連をみる。
本社経費を戸当りでみると(表-11).住戸数規模の
小さいものほど高くなっている。マンションタイプ別で
は，管理会社が組合運営に携わっていないAタイプでは
低くなっている。管理費出納業務を行なっている主体511]
では，管理組合自らで行なっているところが最も安く，
続いて，管理人，管理会社となっている。また設備の維
持管還の委託方法別では.管理組合が直接専門業者に2背
負わせる<請負>の場合が，一番安くなっている。
管理費全額に対する，管理会社の本社経費率は，管理
会社が組合運営に携わっていないAタイプが13.3%と一
番低くなり，管理会社に依存しているEタイプが26.7%
と高く.タイプによる差がみられる(表一12)。このよ
うに，管理会社が組合運営に係わる度合いと管理会社経
費率が対応している。
IV.結論
管理組合が.管理業務の一部または全部を，管理会社
や専門会社に委託する際の現状についてみてきた。その
結果，次の事が言える。
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表-11 '85年度委託管理費等の平均
;--_ゴ1委'85託年管度理費】》 管理人等給与"管理料会土社経費" 戸会社当本り社管経理費
金 体 1，410，898 6，178，361 3，483，613 21，794 
規 小規棋マンション 2.899.131 1，239，603 1，448，954 39，444 
模 中規模マンション 6，692，708 3，906，537 2，326，801 21，318 
}]IJ 大規模7 ンション 20.160.978 1，599，367 5，747，489 14.637 
A タ イ プ 1，380，803 5，532，701 2，216，703 13，886 
タ B タ イ プ 9，627，033 5，629，994 3.419.648 23.015 (註)
イ
C タ イ プ 8，655，200 5，440，891 2，925，335 23.773 
プ
1) 各管理組合で、管理会社に
「委託管理費用」として支
}]IJ 
D タ イ プ 13，001，177 5.823.963 5，976，746 22，995 払っている金額
E タ イ プ 12，543，7邸 7，8ω，269 3，149，935 22，鈎8
管 理 組 £Eh 3 9.855.2∞ 6.917.243 2.975.782 13.725 2) 管理人 ・清婦員 ・事務員等
管 理 人 12，634，017 5，426，831 4，257，251 21，870 の年間給与の合計
管 E呈 会 宇土 10，817，663 6，588，074 2，954，064 23，269 
3) r委託管理費」のうち、そ
組合直接請負業者 1，044，204 7，703，481 3，230，864 17，871 こに含まれている 「管理人
管理会社に委託 8，840，245 5，027，082 3，442，242 22，943 等給与」と 「設備等の維持
管理会社から再委託 1，434，024 5，720，554 3，837，414 24，531 I 管理委託費用」以外の金額
表ー 12 運営タイプ別管理費総額に対する管理会社本社 になっているタイプ CA)，管理会社が中心になってい
経費 るタイプ(B. E)，管理人が中心になっているタイプ
タイプ
A 
B 
C 
D 
E 
本社経費率
13.3% 
22.5% 
20.7% 
18.5% 
26.7% 
(C・D)の3グループのあることがわかった。つまり，
委託管理と一口にいうが，管酪E合が運営の主導権を握っ
ているマンションもあることが明らかになった。
③管理業務の分担についてまとめると，タイプによっ
て途いがみられる。
.Aタイプー出納業務を中心に管理会社に委託している
が，決算書作成については管理組合役員が作成している。
総会議案嘗も組合役員が作成している。
.Bタイプ一通帳，領収書の保管，決算書の作成など出
① マンション管理に携わるスタッフの配置人数と種類 納業務を管理会社に委託している。また，長期修繕計画
は，マンションの規模と対応している。規模が大きくな の作成，補修工事業者の選定など補修に係わる事務的業
るにつれて，スタッフの数が地え， 職種も増える。小規 務も委託している。
模なマンション (50戸未満)では，管理人のみの場合が ・Cタイプー管理会社にまかせている業務の部分が少な
多く，勤務形態は昼間のみであるとか巡回式であること く，出納業務についても管理人が担当している。
が多い。中規模 (50-199戸)になると，管理人は2人 ・DタイプーCタイプとよく似ているが，このタイプは
になり勤務形態は住込であることが多い。また，清掃人 出納業務だけでなく，総会の議案書作成，総会への出席，
を原う溺合が多くなる。大規模 (2∞戸以上)になると， 報告まで管理人に依頼している。
管理人は3人以上になり，その他のスタ yフとして消掃 ・Eタイプ-Bタイプで行なっている出納業務，繍修に
人や事務員が配鐙されることが多くなる。 係わる事務的業務に加えて，総会議案替の作成，総会へ
② マンションの運営管理の主導権を握っているのは. の出席.報告なども管理会社が行なっている。 5タイプ
マンションによって異なり，大分けして管理組合が中心 のなかで録も多くの業務を委託している。
(13) 
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④ 管理会社が担当する業務の内容の違いを生み出す要
因を採ると. (1)住戸数と(2)組合の主体性の程度がある。
住戸数が小さく管理人が常駐していないマンションでは
管理会社に業務の多くを委託するB.Eタイプになりや
すい。住戸数が50-199戸程度のマンションはまとまり
やすい規模であるので，組合の主体性があるところでは
管理組合主導で業務を行うAタイプとなるが，同じ程度
の住戸規模でも組合があまり活発でないと管理人の援助
を必要とするC'Dタイプになる。住戸数が200戸以上
と大規様になると，管理業務が増えるため管理人中心に
業務をすすめるC・Dタイプは数少なくなり，管理会社
に多くの業務を委託するB'Eタイプが多くなる。しか
し.200戸以上であっても管理業務をすすめる中心が管
理組合であるAタイプのマンションもあり，管理組合に
主体性があれば200戸以上であっても管理組合主導で運
営管理をすすめていけることがわかる。
⑤ 実際に取り交わされている管理委託契約書をみると，
標準管理委託契約書に比べて.多くのマンションで契約
項目数が少なく，内容も具体的に明記されておらず，特
に事務管理業務にあいまいな点が多くみられた。これは，
今回の調査結果をみる限り，マンションタイプによる違
いはみられない。つまり現在は管理組合の主体性に関係
なく委託管理はラフな形で契約されていることがわかる
が， このことは，委託の仕方や契約の内容を細かく考え
ることによって， もっと多機な委託のパタ ーンを生みだ
していけることを教えている。
⑥ 管理委託費用との関連では，管理業務のうち事務管
理業務を組合が主体的に行なっている場合，委託費用は
安くなり，管理会社本社経費として支払われる金額も低
くなる。逆に，管理会社に依存している度合いの高いマ
ンションでは，委託費用は高くなっている。このように，
管理業務に管理組合が主体的に関わるかどうかによって
委託費用は変ってくる。
しかし，管狸委託費用については，契約時にその内訳
が明らかにされていない例が多く見られるという問題が
ある。たとえば，管理会社の本社経費と管理人など管理
スタッフの給与.実際に施設や設備の維持管理に使われ
る費用とが明らかになっていない。特に，設備の維持管
理費など再委託される可能性のある業務の費用について，
委託契約時に委託管理費に含まれているかどうかが明確
にされていないことは問題である。
委託される業務と費用との対応を明らかにすることに
よって，委託する業務を取捨選択できるようになり，委
託形態に多様性が生まれる可能性がある。
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Summary 
τbis is a study on the contract-firm-type of condominium management. As a result of the study. we can point out 
the foUowing things. 
1. According as the number of condominium units is up. the number and the kind of management stufs are increas-
mg. 
2.百¥emain subject of taking the initiative of management varies with condomium-types:百lereare three types of the 
(14) 
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main subject:A-type's subject is the owner-association， C and D・types'are the site-manager and B and E-types' 
are the management company. 
3.百lereal agreement of contract is ordinarily imperfection in comparison with a standard agreement of contract. 
(15) 
